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【要約】

本稿では、宮城県東松島市に設置された石巻青果花き地方卸売市場の卸売業者である株
式会社石巻青果を事例として、市場移転の経緯や新市場における施設整備、さらには集分
荷の現状と市場機能の高度化などについて検討を行った。
同社が入場する市場は１９７３年に石巻市が設置した公設市場であったが、施設の老朽
化やコールドチェーンに対応するため移転再整備が検討されることになった。移転に当た
っては、当初計画では引き続き公設市場が予定されていたが、石巻市と協議を重ねる中で
民設へと運営方法を転換した上で、２０１０年１月から新市場での営業が開始されてい
る。また、移転の１年後には東日本大震災が発生しているが、新市場は地震や津波による
直接的な被害が少なかったこともあって地震直後から営業が行われ、地域における生鮮食
品の供給拠点として機能していた。
新たな市場施設では卸売場などを外気と遮断しながら空調管理を行うことにより、鮮度
維持や品質管理が高度化されている。それと同時に、市場のターミナル化を図ることで場
内物流の合理化などが実現されていた。また、市場の移転以前の段階から仲卸制度の導入
や関連業者が設立されるなど、市場における各種機能の強化がもたらされていた。同社の
このような取り組みは、市場利用者であるＪＡやスーパーから高く評価されていた。

調査・報告

地方卸売市場の卸売業者による市場移転と施設整備
～株式会社石巻青果を事例に～

１　はじめに

現在の卸売市場制度を規定する卸売市場
法は１９７１年に交付され、その後、幾度
かの改正を経て現在に至っている。生鮮食
品流通の根幹を担う卸売市場、なかでも地
方卸売市場は卸売市場法により制度化され
たこともあって、同法施行後間もなく設置
されたケースが中心的であり、現在では施
設の老朽化などにより立て替えや移転が課
題となっているものが多い。また、地方卸
売市場のなかでも公設市場については市場
会計で生じた赤字を開設者である地方自治
体が一般会計で補

ほてん

填するケースも多く、第
３セクターやＰＦＩ（注１）手法の導入、さ

らには民営化への転換なども検討されてい
る。このように市場の運営形態の改革が求
められる一方で、市場の機能に関しても食
料品の小売段階におけるスーパーのシェア
拡大を背景として、地方都市の卸売市場に
おいてはスーパーへの対応力強化が求めら
れており、鮮度保持や衛生対策と併せて重
要な課題となっている。
このため本稿においては、宮城県東松島
市に設置された石巻青果花き地方卸売市場
（以下「石巻市場」という）の卸売業者で
ある株式会社石巻青果（以下「石巻青果」
という）を中心に、同社やＪＡ（２組合）
およびスーパー（１社）に対するヒアリン
グに基づいて、石巻市場における公設市場
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からの民営化や移転の経緯、現在の市場施
設の概要および市場の集分荷実態、さらに
は新施設の導入や卸売業者が関連企業を設
立することでもたらされた市場機能の向上
などについて検討したい。それと併せて市
場を利用する出荷団体やスーパーからの評
価を確認することにより、青果物流通にお
ける石巻青果の取り組みの意義について明
らかにしたい（写真１、２）。

（注１）�民間の資金と経営能力・技術力を活用し、
公共施設等の設計・建設・改修や維持管
理・運営を行う公共事業の手法

写真１　石巻青果花き地方卸売市場の全景

写真２　�株式会社石巻青果�
代表取締役社長　近江惠一　氏

２　市場の沿革と新市場への移転

（１）石巻青果の沿革と市場移転の経緯
石巻青果は表１で示すように卸売市場法

の交付から間もない１９７２年に３つの青
果市場の合併により設立され、当時の所在
地は石巻市門脇元浦屋敷であった。当時の
市場開設者は石巻市となっていたように、
公設市場の卸売業者として発足している。
その後、同地において営業活動を継続して
きたが、２０１０年１月に現在地へと移転
している。移転に関する経緯は、以下の通
りである。
移転前の旧市場は施設の老朽化だけでな

く、コールドチェーンにも対応できないな
ど商品の鮮度維持や衛生管理上の課題を抱
えていたことから、石巻青果は石巻市に市
場の移転整備を依頼し、市からも同意が得
られていた。しかし、市の財政状況の厳し
さもあって２００５年の市長交代を機に市
場の移転計画は撤回され、従来の市場施設
の存置整備へと方針が転換されることに
なった。施設を全面更新するには敷地を一
度更地に戻す必要があるため営業を続けな
がらの整備は難しく、石巻青果としては承
服できるものではなかった。このような経
緯もあって石巻青果は自己資金で移転整備
を行うことになり、それに先立つ２００５
年２月には石巻市から同社へと開設権が委
譲されることで民設民営市場に転換（注２）

している。

（注２）�石巻青果が移転した２００５年当時は公設市
場が民営化した事例は少なく、青果市場で
は地方卸売長岡青果市場（２００２年）や伊
勢崎地方卸売市場（２００４年）の２市場が
存在するのみであった。石巻青果は民営化
に当たってこれら２市場を視察し、民営化後
の運営手法などについて検討を行っている。
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（２）新市場への移転
新市場の移転先を決めるに際して当初の
段階では石巻市内を検討していたが、市内
に条件の良い用地が確保できなかったた
め、市外となるが旧市場から北北東に１.５
キロメートルほど離れた東松島市赤井南三
の現在地が候補地に定められた。市場用地
の選定に当たっては市場利用者の意向に加
えて、三陸自動車道石巻港インターに近い
という利便性の高さを理由に決められた。
移転候補地は基盤整備がなされた水田であ
り、農業振興地域に指定されていたが、卸
売市場は農業関連施設であるとともに食品
流通の担い手という公共性の高さから転用
が認められている。移転に当たっては総額
２３億円の経費（注３）を要したが、石巻青
果は基本的に自己資金（注４）により負担し
ている。このような経緯を経て２００９年
１２月に市場施設が完成し、翌２０１０年
１月の初市から卸売業務を開始した。
移転から約１年後の２０１１年３月１１

日には東日本大震災が発生し、市場周辺地
域も甚大な被害が生じたが、幸いにも石巻
市場の施設に大きな被害はなかった。この
ため震災後も市場の物流機能が維持された
こともあって、地域住民に対する青果物供
給は途切れることなく行われた。なお、旧
市場の跡地では津波により１メートル程度
の浸水被害があり、もし移転せずに旧用地
で存置整備する方法を採択していた場合、
津波などの被害により長期間にわたって休
業を余儀なくされた可能性が高いとのこと
であった。

（注３）�市場の移転は東日本大震災の前年に行われ
ているが、地震後は復興需要のため建設関
係の経費が高騰したことから、もし移転が
震災後に行われていたならば、移転に要し
た経費はさらに高額なものになったと考え
られる。

（注４）�市場施設の移転に際して自己資金以外では東
松島市から企業立地促進奨励金の補助を受
けている。また、同市からは市場までの上下
水道を整備するなどの支援が行われている。

表１　石巻青果花き地方卸売市場の沿革

1972年 ３市場の合併により石巻青果を設立

1973年 石巻市青果地方卸売として開場

1976年 花き部を併設、石巻市青果花き地方卸売市場に名称変更

1996年 市場内に仲卸業者６社が入場

2003年 石巻青果から(株)アイエス食品が分離独立

2005年 2月に石巻市から石巻青果に開設権が譲渡、現市場名に名称変更

2010年 1月から新市場が営業開始
9月に(株)宮城物流サポートを設立

2018年 用地を拡張し、花き部卸売場を設置

2020年 (株)あいのやが市場内に配送センターを設置

資料：株式会社石巻青果資料により作成
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３　石巻市場の施設等の概要

（１）市場施設の概要
現在の市場施設の概要は表２の通りであ

る。場内の施設配置については図１を参照
されたい。石巻市場の総敷地面積は７万 
３１００平方メートルであり、敷地内には
青果部関連施設以外に駐車場や花き部卸売
場、後述するスーパーの集配センターなど
も設置されている。このうち青果物を扱う
主要施設としては、青果部卸売棟と同物流
棟が該当している。

このうち青果部卸売棟には石巻青果の事
務所や常温青果売場、市場周辺で生産され
た個人出荷野菜を扱う近在個選売場、仲卸
業者店舗、さらには小売業者の組合や運送
業者の事務所などが入っている。青果部物
流棟内の施設の大部分が低温青果売場（仲
卸分荷場を含む）として使用されており、
それ以外に２基の冷蔵庫やバナナ熟成室、

後述の株式会社アイエス食品（以下「アイ
エス食品」という）がパッキング業務で使
用する加工施設などが設置されている。低
温青果売場はトラックへの積載を行う物流
ターミナルに直結しており、そのプラット
フォームの長さは８０メートルとなってい
る。卸売棟と物流棟の特徴としては、後述
する３温度帯管理に加えて、衛生面などに
対する配慮からシャッターにより外部と施
設内とを遮断できるクローズド型の施設が
採用されている点が挙げられ、これにより
強風などによるちりや埃などの侵入を防い
でいる。ちなみに石巻青果は市場の清掃活
動を重要視しており、その一例として業務
終了後は毎日、職員全員で一斉清掃を行っ
ている。

なお、表中には記さなかったが２０１８
年に設置された花き部卸売場、買参人組合
の事務所なども設けられている。

表２　石巻市場の施設概要
総敷地面積 73,100㎡

青果部卸売棟

敷地面積　　　　　　　 6,210㎡
主要施設

開設者兼卸売業者（石巻青果）事務所
常温青果売場
近在個選売場（18℃ で管理）
仲卸業者店舗（６社）
その他（青果小売商組合、スーパー ･運送業者事務所等）

青果部物流棟

敷地面積　　　　　　　 5,500㎡
主要施設

低温青果売場（18℃ で管理）
冷蔵庫（２基、5℃ で管理）
仲卸分荷場
物流ターミナル（高さ1ｍ、長さ80ｍ）
バナナ熟成室（７室、差圧式熟成庫）
加工施設（（株）アイエス食品が使用）
その他（倉庫、スーパー事務所等）

備　　考 上記以外に花き部卸売場とあいのや配送センター等を設置
資料：株式会社石巻青果資料により作成
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図１　石巻市場の場内配置図

青果部卸売棟

青果部物流棟

資料：株式会社石巻青果資料による。

（２）３温度帯による品質管理
石巻市場においては青果物の鮮度保持や
衛生対策を目的に、常温、１８度、５度と
いう三つの温度帯による管理が行われてい
る。具体的には、常温により管理されてい
るのは青果部卸売などの常温青果売場であ
り、同売場においては常温管理で問題が生
じない品目が扱われている（写真３、４）。
常温青果売場の一角はパーテーションによ
り２区画に区分けすることが可能であり、
同区画は季節により空調機器を使用するこ
とで１８度による低温管理が行われてい
る。同区画は主として近在個選売場として
使用され、鮮度要求が高い葉物野菜などの
品質維持に役立っている（写真５）。

一方、青果部物流棟の低温青果売場は常
時外気を遮断するとともに、空調管理によ
り室温は常時１８度に維持されている（写
真６）。同売場においては石巻青果からスー
パーなどに販売される青果物が仕分け（注５）

られるだけでなく、売場の一部は仲卸業者
の分荷場としても利用されているため、室
温が管理された環境下で分荷に係る各種作
業を行うことができる。特に、近年は地球
温暖化の影響もあって、石巻市周辺におい
ても盛夏を中心に気温３０度を超える日が
続く傾向にあることから、市場における品
温管理の重要性はより高まりつつある。
３温度帯の最後として５度による管理が

挙げられるが、これについては青果部物流
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棟内に設置された２基の冷蔵庫が該当して
いる（写真７）。同冷蔵庫は野菜と果実に
それぞれ１基ずつ供用されており、特に低
温管理が求められる青果物が保管されてい
る。このように石巻青果においては、卸売
場を区分することで品目特性に適した温度

帯による管理を徹底し、市場全体として鮮
度保持機能の高度化を実現している。

（注５）�後述するように、石巻青果がスーパーなど
に直接販売する青果物の仕分作業は主とし
て株式会社宮城物流サービスの職員が担当
している。

写真３　青果部卸売棟　常温青果売場 写真４　�常温青果売場における一斉
清掃の様子

写真５　�青果部卸売棟　近在個選売場
（室温１８度）

�写真６　�青果部物流棟　低温青果売場
（室温１８度）

写真７　青果部物流棟　冷蔵庫（５度）
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（３）市場の物流ターミナル機能
卸売場の温度管理に加え、石巻市場の施
設面での特徴は市場に物流ターミナルとし
ての機能を持たせた点が挙げられる。具体
的には、青果部物流棟の低温青果売場に接
続する形でトラックの荷台と同じ高さのプ
ラットフォームが設置されているため、低
温青果売場でスーパーなどの店舗単位に仕
分けた青果物を店舗ごとに行き先の異なる
カーゴに入れた状態で搬出し、そのままト
ラックに積載することが可能である。プ
ラットフォームはトラックを同時に８台ま
で横付けできる設計となっているため、積
載作業に要する労力負担を軽減し、作業時
間を短縮することができる（写真８）。

（４）仲卸制度の導入
ここで市場機能の高度化と関連して仲卸
制度の導入についてみておきたい。同市場
には現在６社の仲卸業者が入場している
が、これらは１９７２年の旧市場設立当時
は存在していなかった。しかし、経年的に
松島市やその周辺地域にスーパーの店舗が
増えていくなかにおいて、市場としてこれ
らに対する仕入代行機能や各種機能の強化
を図るには仲卸業者が必要との判断から、

１９９６年に仲卸制度が導入された。その
際には売買参加者や場外の青果物流通業者
を対象に入場業者を公募したことから、現
在の仲卸業者の前身は青果物一般小売店や
青果問屋などとなっている。これら仲卸業
者は市場の移転後も引き続き新市場に移転
し、現在に至っている（写真９）。
なお、現在では６社の仲卸業者に大きな
経営規模の格差が生じている。比較的規模
の大きな２社は全国規模のスーパーなどを
主要販売先としているが、他の４社につい
ては地元の地域スーパーなどへの販売が中
心となっていることもあって、経年的に格
差が拡大し、市場の課題となっている。仲
卸業者のうち１社についてはスーパーに青
果物を販売するだけでなく、後述するよう
にスーパーが石巻青果から購入した青果物
に対するパッキング業務や仕分作業を受託
（注６）していることから、同業者は単に仲卸
業者としてだけでなく加工業者的な機能も
果たしている。

（注６）�この場合、仲卸業者はスーパーに青果物を
販売するのではなく、スーパーが他業者か
ら購入してきた青果物に対してパッキング
作業を行うことにより手数料を徴収してい
る。

写真８　物流ターミナルの搬出口 写真９　仲卸業者店舗（にぎわいゾーン）
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図２　石巻青果の取扱額等の推移

資料：株式会社石巻青果資料により作成
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４　石巻青果の現状と集分荷概要

（１）石巻青果の現状
石巻青果の沿革を踏まえて現状をみる
と、表３の通りである。同社の２０２０年
度における取扱額は１８２億８１００万円
であり、その内訳は野菜が６３. ４％、果
実が３６. ６％を占めている。青果物以外
にも加工食品と鶏卵を取り扱っているが、
その構成比はわずかであり、販売先に対す
る品揃えとして行う性格のものである。役
職員数は合計で８４人となっている。
同社取扱額の経年動向は、図２の通りで
ある。野菜については２０１１年度の
１００億８３８２万円から２０１６年度に
は１１７億８７２２万円と最高値を記録し
た後、２０２０年度の１１５億９７４６万
円へと至っている。これを対前年度比でみ
た場合、２０１２、２０１７、２０１８の
３カ年以外は全て１００以上となっている

ように、この間、増加基調で推移している。
同じく果実に関しても２０１１年度の
５６億８２２１万円から２０２０年度には
６６億８３０１万円へと拡大しており、こ
の間の対前年度比も２０１１、２０１７、
２０１９の３カ年以外は１００を上回り、
経年的に増加基調にあることが確認できる。

表３　石巻青果の現状
（単位：人、百万円、％）

役職員数
役員数 8
従業員数 76
合　計 84

取扱額
野　菜 11,597（63.4）
果　実 6,683（36.6）
合　計 18,281（100.0）

資料：株式会社石巻青果資料により作成
注１：取扱額等は2020年度実績。
注２：(　)内は構成比。
注３：�取扱額の合計は単位未満を四捨五入しているため、内訳の計

とは一致しない。
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（２）石巻青果の集分荷概要
ア　集荷概要
本節では石巻青果の集分荷と取引の概要
について確認する。まず、青果物の集荷に
関しては概数で５０％がＪＡ系統からの
集荷であり、それ以外は他市場からの転送
が１６％、その他が３４％という構成で
ある。このうち転送については東京都中央
卸売市場や仙台市中央卸売市場、さらには
東北各地の市場などから集荷されている。
その他には市場周辺の野菜生産者（約
１００人）や東日本大震災以降に設立され
た農業法人などが含まれており、これらか
らの集荷品は後述のせり取引の対象品目や
今朝採り野菜として取り扱われている。

イ　取引概要
石巻青果においては個人出荷品を除けば
基本的に相対取引で販売されており、金額
割合では全体の９７. ３％を占めている。
これを品目別にみても野菜の９６. ８％、
果実の９８. ３％が相対取引というよう
に、いずれも高い割合となっている。相対
取引に関しては販売先からの事前発注に基
づいて、石巻青果が荷受けしたものから順
次、翌朝までの間に販売・荷渡しが行われ
ている。
一方、個人出荷品に関しては選別基準が
出荷者ごとに異なっていることもあって、
基本的にせりによって取引されている（写
真１０）。せり取引は毎朝６時３０分より
青果部卸売棟の近在個選売場などにおいて
行われている。その方法は、対象となる青
果物を前にせり人および売買参加者が移動
しながら行う移動せりであり、入荷量の多
い時期には３本のせりを同時に進行させな
がら、最長４０分程度をかけて実施してい

る。石巻青果の売買参加者は登録数で
１０５人となっているが、実際の購入者は
宮城県北部地域の一般小売店を中心とする
５０～６０人であり、これらには石巻市場
の仲卸業者や仙台市場仲卸業者、スーパー
なども含まれている。

ウ　分荷概要
石巻青果における販売先別の販売金額割
合については図３の通りである。最も構成
比の高い業態は売買参加者の３７％であ
り、その内訳をみると一般小売店・スー
パーなどが１６％、仙台市場仲卸業者（７
社）が９％（注７）、地元スーパー（１社）が
８％、株式会社あいのや（以下「あいのや」
という）が４％という構成である。売買
参加者以外では、石巻市場仲卸業者（６社）
が２９％、第３者販売が１７％、他市場へ
の転送が１７％となっている。上記のう
ち第３者販売については転送業者の割合が
高いが、一部には加工業者に対する契約販
売も含まれている。他市場に関しては宮城
県内や岩手県南部、山形県東部、福島県浜
通りなどの卸売市場である。

写真１０　�近在個選売場におけるせり取引
の状況
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石巻青果が直接的に販売するスーパーで
比較的規模が大きいのは２社となっている
が、このうちあいのや以外の１社は単一ブ
ランドとして地域最大のスーパーであり、
宮城県内に３０店舗を展開する業者であ
る。この場合に特徴的なのは、同社は石巻
青果から直接購入した青果物を対象に、そ
れへのパッキングと仕分作業を場内仲卸業
者に委託している点が挙げられる。

（注７）�石巻青果の販売先に占める仙台市場仲卸業
者の構成比の高さを踏まえると、石巻市場
は仙台市場の集荷を補完する機能を果たし
ていると考えられる。

５　関連企業の設立による業務の合理化

（１）アイエス食品によるパッキング対応
石巻青果は業務の効率化を目的として、
前述のアイエス食品と株式会社宮城物流サ
ポート（以下「宮城物流サポート」という）
という２社の関連会社を設立している。本
節においてはこれら２社についてみておき

図３　石巻青果の販売先構成（金額）

資料：株式会社石巻青果資料により作成
　注：金額は2020年度実績。

仲卸業者

29%

売買参加者

37%

第３者販売

17%

他市場

17%

たい。
アイエス食品は、石巻青果が自社で行っ

ていたパッキング部門を２００３年７月に
分離独立する形で設立されている。
２０２０年度における同社の取扱額は約
１０億円、パートを含む役職員数は３７人
である。アイエス食品の主要な業務内容は、
スーパーなどに販売する青果物に対して
パッキングを行うことにある。同社が設立
された背景には、卸売業者がスーパーなど
に対して直接的に販売する場合であって
も、市場にはパッケージ機能が不可欠との
判断が存在していたと考えられる。また、
同社を関連企業として石巻青果から分離し
た理由については、卸売業者のパッケージ
部門として存続させるよりも専門性を高
め、作業を効率化するには外部化した方が
望ましいとの判断があったと思われる。こ
のようにアイエス食品を別会社化すること
によって、同社は石巻青果だけでなく場内
仲卸業者や市場外からの業務受託も可能と
なっている。
アイエス食品は市場内に事務所があり、

パッキングなどの作業は低温青果売場に隣
接した加工場内で行っている（写真１１）。

写真１１　�青果部物流棟の加工施設（アイ
エス食品が使用）
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写真１２　青果部物流棟など（低温青果売場）における仕分作業

作業時間は時期により異なるが、市場にお
ける荷動きが比較的少ない午前８時から午
後３時までの時間帯が多い。ただし、年末
や盆前などの繁忙期は同社だけでは委託さ
れた全ての業務を処理することが難しくな
るため、市場外で営業を行う４社の協力工
場に作業を再委託している。
石巻青果が同社を関連会社として設立し
たことは、間接的ではあっても卸売業者の
パッキング機能が強化されたことを意味し
ている。このことは、石巻青果が販売先の
スーパーと商談を行う際の提案力強化につ
ながるだけでなく、同社職員がパッキング
作業などから解放されることにより、卸売
業者の本来的業務である青果物の集荷およ
び販売に専心することを可能にしている。

（２）�宮城物流サポートによる物流などの
合理化

宮城物流サポートは石巻青果から受託�
（注８）した市場内における物流業務と荷受業
務を担うことを目的に、２０１２年３月に
設立された。現在、同社のパートを含む役
職員数（令和３年８月現在）は１６人であ
る。

同社は、市場に荷が着荷した時点で販売
原票を作成するという荷受業務に加えて、
場内における商品の移動や保管、仕分けと
いった場内物流業務などを担当している。
このような作業は時間帯による作業量の違
いはあるものの２４時間体制での人員配置
が求められることから、同社は３交代制の
シフトを組むことで対応している。入荷量
の多い時期は、同社に加えて５社の場外協
力運送業者に場内物流を再委託することで
業務をこなしている（写真１２）。
市場内における物流業務が卸売業者から
分離された理由は、場内物流などは別会社
が集中的に担った方がより合理化・省力化
できる点が指摘されている。一方、石巻青
果は主に産地からの集荷や販売先との商
談、宮城物流サポートへの分荷指示などを
担当しているが、このような関連会社の設
立により現場作業の多くが相互の機能分担
のもとで外部化されることから、石巻青果
の職員は卸売業者としての専門性が高く求
められる業務に専念することが可能となっ
ている。

（注８）�宮城物流サポートの石巻青果からの受託額
は２０２１年で７２００万円である。
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６　�市場ブランド「今朝採り野菜」の取り
組み

石巻青果はすでにみたような各種の取り
組みを展開する一方で、３０年近く前から
個人出荷者などと連携することにより「今
朝採り野菜」のブランド化を図っている。
この取引では、生産者は出荷当日の早朝に
収穫した野菜を午前７時３０分までに市場
へ搬入するとともに、石巻青果は８時３０
分から同野菜を事前に契約したスーパーや
生協に向けて配送し、店舗の開店時間に合
わせて納品している（写真１３）。野菜の
品目や規格、数量、価格などについては石
巻青果と出荷者およびスーパーなどとの間
で事前に取り決められている。

今朝採り野菜は石巻市や東松島市で野菜
の収穫が行われる４月下旬から１１月上旬
までが取引期間となっており、その時々に
おける旬の野菜が取り扱われているが、な
かでも鮮度要求が高いほうれんそうなどの
葉物野菜、収穫からの時間経過にしたがっ
て糖度が低下するとうもろこしなどは、販
売先や消費者から高く評価されている。市
場の今朝採り野菜コーナーには生産者の氏

名や顔写真、主要生産品目などの情報が掲
示され、販売先に対して顔のみえる関係と
なるよう工夫されている（写真１４）。販
売先の店頭においては今朝採り野菜のコー
ナーが設けられているケースも多く、顧客
への訴求力の高い差別化商品として位置付
けられている。石巻青果における今朝採り
野菜の取扱額は年間１億円程度であり、卸
売業者における自社ブランド確立の取り組
みとして注目されるところである。

７　出荷団体による石巻青果への出荷と評価

（１）�ＪＡいしのまきによる石巻青果への
出荷と評価

本節では石巻青果に青果物を出荷する宮
城県内のＪＡについて、同社への出荷概要
や出荷先としての評価について確認した
い。いしのまき農業協同組合（以下「ＪＡ
いしのまき」という）は石巻市中里に本店
のある総合農協であり、表４で示すように
石巻市と東松島市、女川町の２市１町を管
轄している。正組合員数は９５８９人であ
るが、このうちＪＡ共販の出荷者は約
８００人であり、きゅうりやトマトなど主
力品目に限れば６００人弱となっている。

写真１４　今朝採り野菜の出荷者の写真

写真１３　今朝採り野菜の入荷作業
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ちなみに宮城県はいわゆる米所であること
から、県内各ＪＡの中心的な販売品目はい
ずれも米である。しかし、仙台市周辺や石
巻市、東松島市などに限っては仙台市を取
り巻く近郊園芸生産地域として野菜産地が
形成されているため、ＪＡいしのまきにお
いても農産物等販売額１１６億３６００万
円（１００. ０％）のうち園芸は２６億 
８３００万円（２３. １％）を占めており、
共販が行われる野菜に限っても１７億 
６３００万円（１５. ２％）と比較的高い
金額となっている。

ＪＡいしのまきは園芸販売額のうち石巻
青果に１３億円を出荷していることから明
らかなように、同社は中心的な販売先とし
て位置付けられている。ＪＡいしのまきが
石巻青果に出荷する理由としては、距離的
に近いため輸送経費が抑えられることに加
えて、輸送時間が短いことから鮮度感が求
められる野菜の出荷先として有利な点が挙
げられる。また、市場との距離の近さによっ
て担当者間でコミュニケーションが取りや

すい点も出荷先として重視される理由であ
る。市場移転に伴う施設更新との関連では、
新市場では低温青果売場の設置により温度
管理が厳密に行われるようになったことか
ら、出荷先としての魅力が増したと評価さ
れている。

ＪＡいしのまきによれば、２０１１年の
東日本大震災以降は行政による支援もあっ
て、管内に多数の農業法人が設立されたと
いう。これら法人の多くは果菜類を生産す
る傾向にあるが、一部ではねぎやほうれん
そうなどの葉物野菜、さらには果樹など生
産品目も拡大しつつある。ＪＡいしのまき
管内の生産者は高齢化が進行していること
もあって、震災後における農業法人の設
立・拡大は、地域における農業生産のあり
方に対して大きな変化・影響を与えている
とのことである。

（２）�ＪＡ新みやぎによる石巻青果への出
荷と評価

続いて、新みやぎ農業協同組合（以下「Ｊ
Ａ新みやぎ」という）を例に確認したい。
同ＪＡは２０１９年７月に宮城県北部に存
在していた５ＪＡの広域合併により設立さ
れた。合併からいまだ間がないこともあっ
て訪問時においては旧ＪＡ単位で出荷が行
われていたことから、以下では旧「みどり
の農業協同組合」に該当するＪＡ新みやぎ
の「みどりの営業部」を中心に確認したい。

ＪＡ新みやぎは表５にあるように栗原
市、気仙沼市、富谷市の３市と５町１村（大
和町、大郷町、大衡村、美里町、涌谷町）
に加えて、登米市（１地区）と大崎市（５
地区）の一部についても管内としている。
このように管轄地域が広いこともあって、
正組合員も３万５１３８人と比較的多数と

表４　ＪＡいしのまきの概要
（単位：人、百万円、％）

管轄地域 石巻市、東松島市、女川町
正組合員数 9,589

農産物等販売額

米穀類 7,671（65.9）
園　芸 2,683（23.1）
野菜 1,763（15.2）
果実 429（3.7）
その他 491（4.2）
畜　産 1,282（11.0）
合　計 11,636（100.0）

資料：ＪＡいしのまき資料より作成
注１：正組合員数は2021年3月現在。
注２：正組合員数は2021年3月現在。
注３：園芸のその他は直売所等が該当。
注４：（　）内は構成比。
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なっている。同ＪＡの農産物などの販売額
は２７９億７０００万円（１００. ０％）
で あ る が、 こ の う ち 園 芸 は ４ ２ 億�
８１００万円（１５. ３％）、野菜に限れば
１７億９６００万円（６.４％）に過ぎない。
これをみどりの営業部でみると、２０２０
年度の農産物など販売額１０億３８８０万
円（１００. ０％）のうち野菜は９億�
２３００万円（８８. ９％）、果実（いちご
（注９））は１３３５万円（１. ３％）であった。
みどりの営業部における園芸共販出荷者は
５５０人であり、品目では小ねぎ、ほうれ
んそう、みずな、しゅんぎくなどの葉物野
菜が中心であるが、一部ではトマト、なす、
きゅうりなどの施設栽培品も扱われている。

続いて２０２０年度におけるＪＡ新みや
ぎの青果物出荷先をみると、仙台市中央卸
売市場（２社）が３９％、京浜地方の卸売
市場（１０社）（注１０）が１０％強であるの

に対し、石巻青果は１％未満とわずかで
あった。同社への出荷はしいたけ（注１１）や
促成野菜など年間を通じて安定的に生産さ
れる品目が対象となっている。しかし、
２０２１年度からはみどりの営業部と石巻
青果との提携により６人の生産者を組織化
するとともに、契約栽培で生産された加工
原料ねぎの出荷が開始されており、その販
売額は１億２０００万円が見込まれてい
る。それと同時に、みどりの営業部から石
巻青果に対してピーマンの出荷も新規に開
始されていることから、２０２１年度以降、
ＪＡ新みやぎの園芸販売に占める石巻青果
の構成比は大きく拡大する可能性が高い。
みどりの営業部による石巻青果の評価と

しては、同社を地場産野菜を大切にする地
域密着型の市場として捉えている。３温度
帯管理については青果物の品質や鮮度の保
持という実利に加えて、生産者やＪＡが出
荷した青果物を大切に扱うという姿勢に対
しても評価している。

（注９）�いちごは果実的野菜であるが、流通段階以
降では一般的に果実として取り扱われてい
ることから本稿では果実に含めて述べてい
る。

（注１０）�ＪＡ新みやぎによる京浜地方卸売市場へ
の出荷については、全農宮城県本部の分
荷指示によるものである。

（注１１）�しいたけは林産物の扱いとなるが、流通
段階以降では一般的に野菜として取り扱
われていることから本稿では野菜に含め
て述べている。

８　�地元スーパーによる石巻青果からの仕
入と評価

あいのやは石巻市場内に本部兼集配セン
ターを設置する食品スーパーである。同社
は表６で示すように宮城県内に５店舗を展

表５　ＪＡ新みやぎの概要
（単位：人、百万円、％）

管轄地域
栗原市、気仙沼市、富谷市、
登米市(一部)、大崎市(一部)、
他５町１村

正組合員数 35,138

農産物等販売額

米穀類 15,486（55.4）
園　芸 4,281（15.3）
野菜 1,796（6.4）
果実 121（0.4）
その他 2,363（8.5）
畜　産 8,203（29.3）
合　計 27,970（100.0）

備　考 2019年7月に5JAの合併で
設立

資料：ＪＡいしのまき資料より作成
注１：正組合員数は2021年3月現在。
注２：農産物等取扱額は2020年度実績。
注３：園芸のその他は直売所等が該当。
注４：（　）内は構成比。
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開しているが、そのうち４店舗は石巻市内
に設置されており、石巻市に基盤をおいた
経営を行っている（写真１５）。年間取扱
額 は ２ ０ ２ ０ 年 度 実 績 で ５ ７ 億 
９０００万円、パートを含む従業員数は
３７２人となっている。

同社は１９４８年に現社長の先代が移動
販売を行う卸売業者として創業している。
そ の 後、 １ ９ ６ ５ 年 に 株 式 会 社 化、
１９７２年に小売部門を設置、１９９２年
には現在の社名および店舗名へと変更して
いる。２０１１年の東日本大震災発生時の

店舗数は８店舗であったが、このうち被害
が少なかった３店舗は震災直後から営業
し、被災地に対する食料供給の拠点として
機能していた。それ以外の５店舗のうち、
津波や火災により甚大な被害を受けた２店
舗は閉店されたが、残りの３店舗について
は一時的に休業しながらも同年６、８、
１ ０ 月 に 順 次 営 業 を 再 開 し て い る。
２０２１年１月には石巻青果からの誘いも
あって石巻市場の敷地内に本部と集配セン
ターを移転（注１２）し、現在へと至っている。

表６　株式会社あいのやの概要
事業形態 食品スーパー
店舗数 ５店舗（石巻市４店舗、大崎市１店舗）

従業員数 372人
年間販売額 57億9,000万円

沿　革

1948年 石巻市内で創業
1965年 株式会社に組織変更
1972年 食品小売業に参入
1992年 現在の社名に変更
2021年  震災により８店舗のうち５店舗が休業 

同年10月末までに３店舗が復旧
2017年  石巻のぞみ野店(売場面積480坪)が開店
2021年  石巻市場内に本部・配送センターを設置

資料：株式会社あいのや資料より作成
　注：従業員数と年間販売額は2020年3月現在。

写真１５　あいのや石巻のぞみ野店の店頭風景
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あいのやの青果仕入の担当者は１人に過
ぎず、このため仕入先を分散化することが
難しいという理由もあって、取り扱う青果
物の約９０％、金額では約８億円を石巻青
果から直接的に購入している。石巻青果を
補完する仕入先としては、仙台市中央卸売
市場の仲卸業者から１０％程度を仕入れ
ている。同社は石巻市場の仲卸業者を介さ
ずに仕入れていることから、パッキングな
どの作業が必要となる場合は集配センター
において自社で行うか、アイエス食品に作
業委託することで対応している。集配セン
ターから個店までの配送についても自社で
行っている（写真１６）。

あいのやが石巻青果から購入する場合は
基本的に相対取引であり、その流れは以下
の通りである。同社による石巻青果への発
注は毎日午後２時に行われ、翌午前３時
３０分より石巻青果から同社に対して順次
荷渡しが行われ、同社の集配センターで店
舗単位に仕分けられた後、午前６時にはセ
ンターから個店に向けて搬出（第１便）さ
れる。また、同社は青果物を主として相対
取引で仕入れながらも、一部についてはせ
りを通じて購入している。その理由は、個

人出荷品にはＪＡ共販などでは扱っていな
い品目・品種の青果物が出荷されているか
らである。例えば漬物原料としてのなすは
せりでしか購入できない。また、価格的な
理由では、みょうがやえだまめのように、
せりで個人出荷品を購入する方が安価に仕
入れができる野菜があることが挙げられ
る。なお、せりの取引時間はすでに第１便
が出発した後であるため、せりで購入した
青果物については第２便として午前９時に
集配センターから配送されている（注１３）。
あいのやが石巻市場内に集配センターを

移転させた効果については、同社の青果仕
入れ担当者は卸売業者と同じ敷地内に常駐
していることもあって、担当者間のコンタ
クトを容易に行えるようになった点が挙げ
られている。同社からの要望に対し、石巻
青果の担当者は迅速に対応できるようにな
り、その一例として追加発注への対応の早
さが挙げられる。また、日常的に担当者同
士が接触していることから、両社間では特
に商談日を設ける必要もなく、実質的に毎
日が商談日となっている。以上から、同社
にとって集配センターを石巻市場内へ移転
したことは、物流面での合理化以外にもメ
リットが生じている。同社は移転後の石巻
市場について、場内が清潔に維持されて、
衛生的であることも評価している。

（注１２）�あいのやの集配センターは、２０２０年
１２月まで旧石巻市場の隣接地である松
島市赤井鷲塚に設置されていた。

（注１３）�石巻市場からあいのやの各店舗に向けた
搬出は、本文で述べた第１便・第２便以
外にも追加発注に対応するための第３便
となる午後便があり、この場合、正午に
集配センターを出発している。

写真１６　あいのやの集配センター外観
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９　おわりに

本稿においては、宮城県石巻市にある民
設地方卸売市場の卸売業者である石巻青果
を事例として、公設地方卸売市場から民設
市場への転換やそれに続く市場の移転再整
備の経緯、新たに設置された市場施設の概
要および特徴、現在における市場の集分荷
の実態について検討を行ってきた。また、
上記と併せて市場利用者であるＪＡやスー
パーの視点からも市場の利用実態や評価に
ついて確認した。
その結果、１９７３年以降、石巻市内で
公設市場卸売業者として業務を担ってきた
石巻青果は、市場施設の老朽化やコールド
チェーンに対応するためあえて民営化を選
択するとともに、自己資金による移転再整
備を行っていることが分かった。新たな市
場施設においては常温青果売場に加えて低
温青果売場、冷蔵庫を設置することにより
３温度帯による管理が行われることで、
コールドチェーンの実現や鮮度および衛生
管理の向上につながっている。場内物流に
おいても卸売場に物流ターミナルが直結さ
れることで合理化され、効率的な物流が実

現されていた。また、市場機能の強化・効
率化を図るため石巻青果は２社の関連業者
を設立し、パッキングや場内物流、さらに
は荷受業務などの諸作業を外部化すること
により業務を効率化していた。このような
対応は市場の移転に先立って行われた仲卸
制度の導入と同様に、スーパーなど市場利
用者に対する利便性向上に帰結するもので
あることから、ＪＡやスーパーなど市場利
用者からも高く評価されていた。
以上、本稿で検討してきた石巻青果によ
る各種の取り組みは、市場施設の老朽化や
市場機能の向上を課題とする卸売市場に
とって参考とするに値する事例であるとい
えよう。
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